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立川市地域防災計画修正骨子案について 
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目次 概要 

第１部 総論 

 第１章 計画の策定 

第２章 防災機関の業務大綱 

第３章 市の概況 

第４章 業務継続計画（ＢＣＰ）の役割 

○国や都の政策動向や近年の災害発生の状況等を踏まえ

た本市地域防災計画の計画策定の背景、防災機関の業務

大綱や市の概況、業務継続計画（ＢＣＰ）の役割などを

示す。 

第２部 防災・減災計画 

第１章 計画の主旨、基本的な考え方 

第２章 被害想定と減災目標 

第３章 市民・地域、事業所等と行政の役割 

分担 

第４章 防災・減災への取組み 

第５章 計画の推進のために 

 

○防災・減災計画の主旨、基本的な考え方を示すと共

に、被害想定をふまえた減災目標を実現するために必要

な「市民・地域、事業所等と行政の役割分担」、「防災・

減災への取組み」「計画の推進のために」といった具体

的な内容を示す。 

第３部 応急計画 （地震対策編） 

第１章 応急活動体制の確立 

第２章 災害救助法の適用申請 

第３章 情報収集・伝達 

第４章 広報・広聴 

 

○地震災害などに対して、市及び関係機関が実施する各 

対策について組織や態勢、手順など基本的事項を定め

る。 

○各対策は、大規模地震などが発生した場合を想定し

て、災害発生から時間経過に沿い整理する。 

Ⅰ 計画の概要 

Ⅱ 成果と課題 

Ⅲ 次期計画の方向性 

   ～災害の予防、応急対策及び復旧・復興対策に関する計画～ 

 立川市地域防災計画は、災害対策基本法に基づき、立川市防災会議が策定する計画で

ある。令和４年５月に首都直下地震等による東京都の被害想定が 10 年ぶりに見直さ

れ、「首都直下地震等による東京の被害想定」の結果や「東京都地域防災計画震災編

(令和５年修正)」の内容をふまえ、令和６年４月に「立川市地域防災計画」の修正を

行った。 

 国は能登半島地震等の状況をふまえ、令和６（2024）年に「防災基本計画」を修正。

これを受けて、本市においても「立川市地域防災計画」を修正する。 

 

◆近年の災害から明らかになった課題を踏まえ、「立川市地域防災計画」の修正を行ってきた。 

（成果）避難行動要支援者対策の推進、受援計画の策定、開設段階別風水害時指定避難所と車

両による一時的な避難場所の開設などについて見直した。 

（課題）国の「防災基本計画」の反映、能登半島地震を踏まえた対応や近年頻発する都市型水

害への対策、帰宅困難者対応計画の修正等が急務となっている。 

 引き続き、市・東京都及び関係機関並びに市民が一体となってその有する機能を有効に発揮し

ながら、 

Ⅳ 次期計画の骨子案 

 市の地域における減災対

策、応急対策及び復旧・復興

対策を適切に実施することに

より、市民の生命、身体及び

財産を災害から保護すること

をめざす。 

主なテーマ 

「防災基本計画」（内閣府・令和６年６月修正）（※太囲みは、立川市において重要と思われる箇所） 

３．地震による危険が高い地域に隣接する立川

競輪場の避難所としての活用 

１．能登半島地震の課題や教訓を踏まえた更新 

２．近年頻発する都市型水害への対策を強化 

４．帰宅困難者対応計画の修正及び各種マニュ 

アルの作成による対策の充実 

５．組織改正を踏まえた災害対策本部事務分掌

の改正と計画への反映 

資料２ 
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目次 概要 

第６部 災害復旧・復興計画 

第１章 災害復旧・復興 

第２章 地域との協働による復興 

○災害により被害を受けた市民の生活再建、事業者の事

業再開を早期に行えるよう国等の各種支援策の活用につ

いて定める。 

第７部 南海トラフ地震等防災対策 

第１章 対策の考え方 

第２章 東海地震対策の考え方 

第３章 防災機関の業務大綱 

第４章 注意情報発表時から警戒宣言が 

発せられるまでの対応措置 

第５章 警戒宣言時の対応措置 

第６章 市民・事業所等の取るべき措置 

 

○南海トラフ地震等防災対策の考え方を示すと共に、

「防災機関の業務大綱」、「注意情報発表時から警戒宣言

が発せられるまでの対応措置」、「警戒宣言時の対応措

置」、「市民・事業所等の取るべき措置」といった具体的

な内容を示す。 

関連資料 

防災会議等 

防災行政無線 

市民防災組織 

避難路及び緊急輸送道路 

避難所・避難場所・一時滞在施設 

備蓄品 

支援協定 

生活支援・ライフライン等 

地震に関する地域危険度 

風水害等 

原子力災害 

その他 

立川市地域防災計画策定 市民会議 

 

○地域防災計画に関連する資料を掲載する。 

目次 概要 

第５章 広域連携・応援体制 

第６章 消防活動 

第７章 救助・救急活動 

第８章 医療救護 

第９章 市民と事業所の役割 

第 10章 避難対策 

第 11章 学校等の災害応急措置 

第 12章 生活支援対策 

第 13章 帰宅困難者対策 

第 14章 要配慮者への対応 

第 15章 行方不明者の捜索・埋火葬 

第 16章 災害廃棄物処理 

第 17章 安全確保対策 

第 18章 ライフラインの応急対策 

第 19章 災害時の交通規制・緊急輸送 

体制 

第 20 章 生活安定対策 

第 21章 災害ボランティア 

第 22章 河川の応急対策 

第 23章 危険箇所の対策 

 

 

第４部 応急計画（風水害対策編） 

第１章 応急活動体制の確立 

第２章 情報収集・伝達 

第３章 水防活動 

第４章 避難対策 

第５章 各種応急対策 

○風水害の特筆すべき点をまとめ、市及び関係機関が実

施する災害対策の活動方針や内容等など基本的事項を定

める。 

○特に記載ない事項は、地震対策編を準用する。 

第５部 応急計画(大規模火災・鉄道事

故・航空機事故・原子力災害・火山対策

編) 

第１章 大規模火災対策 

第２章 鉄道事故対策 

第３章 航空機事故対策 

第４章 原子力災害対策 

第５章 火山対策 

 

○地震災害・風水害以外の災害の特筆すべき点をまと

め、市及び関係機関が実施する災害対策の活動方針や内

容など基本的事項を定める。 

○特に記載ない事項は、地震対策編を準用する。 


